
小谷野 幹雄（こやの みきお）氏
公認会計士・税理士／CMA
小谷野税理士法人 代表パートナー

PB補完セミナーのご案内
動画（録画）配信のご案内

配信開始日
2025年5月予定
（配信開始日は新着情報でお知らせします）

講師略歴

問合せ先
日本証券アナリスト協会
PBセミナー担当
ﾒｰﾙ pb@saa.or.jp

講演内容

講 師

◆講演内容等は予告なしに変更されることもございます。

視聴料（消費税込）

① 2,200円：PB資格保有者
PB受験者
当協会会員
CMA受講者

② 4,400円：上記以外の方

視聴方法

PB資格保有者：
PB受験者：

 PB専用ページ＞動画申込
【PB継続教育ポイント：２ポイント】

当協会会員：
C MA受講者：

マイページ＞動画申込

上記以外の方：

1) 動画検索・視聴画面から該当の動
画を選択し、視聴料お支払いの画
面にお進みください。

2) お支払い後、メールアドレスに
視聴用URLが送信されます。

「令和7年度税制改正の
ポイントなど」

1985年早稲田大学商学部卒、同年大和証券入社、引受審査部
にて株式公開業務、企業ファイナンス業務に従事。1993年MBA取
得（NYU）。1996年小谷野公認会計士事務所を港区青山に開
業、2007年渋谷区代々木に事務所を移転、現在に至る。複数の
東証１部上場企業の社外役員、FP１級技能検定国家試験委員
などの公的役職を兼務。日本証券アナリスト協会PB教育委員会委
員、同PB資格試験委員会委員。

個人所得課税では、物価上昇局面における税負担調整の観点から
基礎控除等の見直しを行い、就業調整の観点からは大学生年代の
子等にかかる新しい控除の創設がされました。
NISAに関しては利便性を向上させ、確定拠出年金については拠出
限度額等が引き上がります。
資産課税では、事業承継税制の特例措置の要件緩和がされ、また
結婚子育て資金の一括贈与の特例の延長も決まりました。
法人課税では、中小企業の設備投資に関する特例の拡充がされま
した。また、国防費用増加の財源確保のため、防衛特別法人税が創
設されました。
103万円の壁問題は国際的な視点から解説します。
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